
山形市第６次行財政改革プラン取組状況（令和3年 4月～令和 4年 3月） 【概要版】 

１ 山形市第６次行財政改革プランについて 

本市では令和２年度から令和６年度を計画期間とする「山形市発展計画 2025」を策定し、その中で行財政

改革は「発展計画を推進するための共通基盤」に位置付けられています。 

持続的発展が可能な行政経営と、「山形市発展計画 2025」の効果的・効率的な推進に向けて、組織・人材、

財源などの限られた経営資源を有効活用するための計画として、令和２年度から令和６年度までを計画期間

とする第６次行財政改革プランを策定しました。 

各取組については、各所管課が取組実績についての自己評価及び今後の取組方針を定め、行財政運営推進

懇話会（外部有識者を含めた組織）の意見を踏まえた上で、行財政改革推進本部（市長を本部長とする部長

以上の会議）を中心に進捗状況の確認及び進行管理を行います。 

２ 取組状況（全体概要） 

全 29の取組項目のうち、評価Ａ（目標どおり達成）以上の項目は 23項目あり、達成率は 79.3％となりま

した。また、重点項目については、全 9 項目すべてが評価Ａ以上であり、達成率は 100％となりました。全

体的な進捗状況については、概ね良好です。 

 

※ 重点：重点取組項目 

※ 「山形市発展計画 2025」における目標として、 

重点取組項目の達成率 100％と設定されています。 

３ 取組状況一覧 

方針Ⅰ 市民満足度の高い効率的な行政サービスの推進 

 

方針Ⅱ 機能的な組織体制の整備と将来を見据えた人材の確保・育成 

 

方針Ⅲ 持続的発展が可能な財政運営 

 

Ｓ Ａ Ｂ － 計
Ａ以上
の割合

全体 1 22 5 1 29 79.3%

うち

 重点※
1 8 0 0 9 100.0%

№ 取組項目名 評価 評価理由（要約）

1 行政のデジタル化の推進 Ａ
市民に身近な手続を最優先に押印見直しを進め、市の裁量で見直しができる
2,222件の手続について押印を廃止した。また、キャッシュレス決済及び行政手
続のオンライン化については、順調に導入が進められた。

2
デジタル技術活用による業務
効率化

Ａ
RPAの運用及びAI等の導入の拡大が図られ、既存のデジタル技術・機器等の最適
化については、台帳システムの利用促進により各種集計業務の効率化を進めた。
テレワークについては、在宅勤務の本格導入に向け実証等を行った。

3 次期基幹システムの構築 Ａ
クラウドの導入、事務の標準化、効率化、経費削減、窓口改善が可能となるよう
なシステムの調達仕様書を作成し、新基幹システム構築運用業務の委託契約を締
結した。

4 意見交換等の機会の拡充 Ｂ
市政懇談会・市職員による出前講座について、コロナ禍の影響により、開催を控
える地区・団体が多く、目標件数の達成には至らなかった。

5 ＳＮＳを活用した情報発信 Ａ
SNSを活用した情報発信の有効性を全庁的に認識し、積極的に情報発信を行っ
た。

6 公共データの公開 Ａ オープンデータの最新化を図った。

7 PPP/PFIの推進 Ａ
市民会館の移転改築に係る事業へのPPP/PFI手法の導入に向け、基本方針に基づ
き計画的に検討を進め、事業手法を決定した。

8 指定管理者制度の推進 Ａ
PFI事業者を指定管理者とする事例は、市としては初めての事例となるが、基本
協定等の準備を順調に進め、予定どおり指定管理を導入した。

9 アウトソーシングの推進 Ａ
4つの事務事業が民間委託の実施又は実施の方向性が決定され、アウトソーシン
グの推進が図られた。

№ 取組項目名 評価 評価理由（要約）

10
組織規模の適正化と組織機能
の強化

Ａ

組織編制については、効果的で効率的な行政経営となるよう新たに室を設けた。
令和4年度に向けて市長部局等に1,451人の要員配置を目指し、目標より2人増の
1,453人の配置となった。
なお、この増員は、政策強化を図るため、県への自治法派遣及び中核市市長会へ
の対応を行ったものである。

11 職員定員適正化の推進 Ａ
職員定員管理については、効果的で効率的な行政経営となるよう第4次職員定員
適正化計画を策定した。

12 専門職等の人材確保 Ａ
人材確保のための取組を行い、専門職を採用した。
獣医師　5名（うち2名はR3年7月1日及び12月1日から採用）
薬剤師　1名（R3年7月1日採用）、保健師　2名、社会福祉士　6名

13
多様な任用形態による人材の
活用

Ａ
専門職や再任用職員の配置により円滑に業務を遂行することができたほか、定年
引上げについての検討を開始した。

14
職員のチャレンジ意識の
醸成・人材育成

Ａ
リモート研修やパーテーションの設置、消毒、換気を行い、アフターコロナを考
えた研修の手法を取り入れながら人材育成を図った。

15 政策提案チャレンジ Ａ
5つの政策を提案し、山形市のＰＲ及び観光の誘客への有効性が認められ、すべ
ての提案が採択された。

16
ワーク・ライフ・バランスの
推進

Ｂ
新型コロナウイルス感染症の対応により時間外勤務時間数が令和2年度比較で増
加したことにより、目標達成には至らなかった。

17
感染症拡大及び災害時に迅速
に対応できる組織体制の整備

－

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、法の改正並びに国及び県の計画の見
直しが見込まれるため、それらとの整合を考慮した上で、市の計画、マニュアル
等を見直す必要があり、国及び県の動向が明らかになるまでその見直しを中断し
た。
また、新型コロナウイルスのまん延防止の観点から、災害対策本部運営訓練を中
止した。
なお、この度の新型コロナウイルス感染症対応においては、医療機関、医師会、
看護協会等の協力を得ながら、創意工夫を凝らし、全庁体制で速やかに市民への
ワクチン接種を進め、スピード・接種率ともに全国でトップレベルの成果を達成
した。庁内においても、職員の新規感染者数を抑制するため、感染防止対策等の
通知を適時発出したほか、分散勤務体制を確立するとともにテレワークの導入を
進めるなど現場対応を優先とした。

18 情報セキュリティ対策の充実 Ｂ

より効果的な自己点検となるよう、次年度から、１回目の実施時期を9月から5月
に早めることにした。その調整として、今年度２回目の点検を次年度１回目に移
動した。
情報セキュリティ監査の実施について、新型コロナウイルス感染症対策を考慮し
取りやめた。

№ 取組項目名 評価 評価理由（要約）

19 健全財政の堅持 Ａ
中期財政見通しを踏まえた適正な財政運営等の取組を確実に実施するとともに、
国の早期健全化基準も基準内となった。

20 公共施設等の適正な維持管理 Ａ

個別施設計画の策定にて各施設の長寿命化対策が図られたことにより、令和３年
度に「公共施設等総合管理計画」を見直した際に、既存の公共施設等に係る更新
費用が個別施設計画策定前から策定後には１年あたりの整備額が47.5億円削減さ
れる試算となった。
また、市有施設における新型コロナウイルス感染症対策を記載したことで感染を
未然に防ぐための推進体制が図られた。

21 新地方公会計制度への対応 Ａ 財務書類の作成・公表を確実に実施した。

22 債権の適正な管理 Ａ
令和3年度現年度収入率は、取組指標である現年度市税収入率99％以上を達成し
た。また、債権管理条例を制定した。

23 ふるさと納税の推進 Ｓ
目標金額を大きく超える寄附を獲得することができ、その他の具体的取組につい
ても確実に実施した。

24 広告事業の推進 Ａ
広告事業の新たな取組として、「ホワイトシャッタープロジェクト」を開始し
た。

25
市有施設の跡地等の利活用
促進

Ｂ
プロジェクトチーム毎に検討を進めているが、利活用等の方向性の決定に至らな
かったため。

25-2 未利用地の貸付・売却 Ａ 取組の指標を上回るペースで成果が得られたため。

26
地方公営企業の健全経営
（上下水道部）

Ａ 取組の指標である経常収支比率100％超を維持したため。

27
地方公営企業の健全経営
（市立病院済生館）

Ａ 取組の指標である経常収支比率100％超を維持したため。

28 外郭団体の健全経営 Ｂ 外郭団体に対する公的関与の方針策定に至らなかったため。

網掛け は重点取組項目

評価基準

各取組について、次の基準で評価します。

Ｓ：目標・想定以上の成果・実施効果が得られた。又は目

　　標・想定以上の内容で検討・準備作業が行われた取組

Ａ：概ね目標・想定どおりの成果・実施効果が得られた。

　　又は概ね目標・想定どおりの内容で検討・準備作業が

　　行われた取組

Ｂ：目標・想定どおりの成果・実施効果が得られなかった。

　　又は目標・想定どおりに検討・準備作業が進まず、実

　　施できなかった取組

－：評価対象外（取りやめた、若しくは方向性を大きく変

　　えた等）の取組


